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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期

決算年月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

売上高 (百万円) 415 402 ― ― ―

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △9 1 ― ― ―

親会社に株主に帰属する当
期純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失(△)

(百万円) △676 5 ― ― ―

包括利益 (百万円) △633 △12 ― ― ―

純資産額 (百万円) 462 450 ― ― ―

総資産額 (百万円) 1,335 1,261 ― ― ―

１株当たり純資産額 (円) 37.46 36.44 ― ― ―

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) △54.75 0.41 ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.7 35.7 ― ― ―

自己資本利益率 (％) ― 1.1 ― ― ―

株価収益率 (倍) ― 185.0 ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 36 △19 ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △17 △23 ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △13 △13 ― ― ―

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 79 23 ― ― ―

従業員数 (人) 65 57 ― ― ―
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については記載しておりません。

３．第94期、第95期及び第96期は連結財務諸表を作成していないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等
 

回次 第92期 第93期 第94期 第95期 第96期

決算年月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

売上高 (百万円) 415 402 413 445 454

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △9 1 4 8 △3

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △676 5 5 40 △7

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 714 714 714 714 714

発行済株式総数 (千株) 12,911 12,911 12,911 1,291 1,291

純資産額 (百万円) 462 450 474 590 558

総資産額 (百万円) 1,335 1,261 1,265 1,397 1,353

１株当たり純資産額 (円) 37.46 36.44 384.53 477.99 452.16

１株当たり配当額(うち１
株当たり中間配当額)

(円)
0 0 0 0 0

(0) (0) (0) (0) (0)

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

(円) △57.74 0.41 4.67 32.49 △6.05

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.6 35.6 37.5 42.2 41.3

自己資本利益率 (％) ― 1.1 1.2 7.5 ―

株価収益率 (倍) ― 184.9 228.3 36.0 ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― 8 5 5

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― 24 60 △28

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △19 △18 △10

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) ― ― 36 83 50

従業員数 （人） 65 57 62 67 66

株主総利回り
( 比 較 指 標 ： 配 当 込 み
TOPIX)

（％）
157.5 180.0 255.0 292.5 397.8

(1,543) (1,347) (1,512) (1,716) (1,591)

最高株価 （円） 88 209 127
1,830
(164)

1,598

最低株価 （円） 42 54 62
 970
(67)

671
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。
２．潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については記載しておりません。
３．第93期まで連結財務諸表を作成しておりますので、第93期までの持分法を適用した場合の投資利益、営業活動

によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並びに
現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

４．第94期以降の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。
５．第92期及び第96期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失のため記載しておりません。
６．当社は2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っており、第94期の期首に当該株式

併合が行われたものと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。
７．2017年10月１日付で普通株式10株を１株にする株式併合を行ったため、第95期の株価については、株式併合後

の最高・最低株価を記載し、（　）内に株式併合前を記載しております。
８．最高株価及び最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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２ 【沿革】
 

年月 沿革

1948年10月

 

 

政府の第一次スフ紡績50万錘復元計画に呼応して、北陸地方の有志によって地元産業の発展の

為、資本金2,500万円、各種繊維の紡績及び加工を主たる目的とし、北日本紡績株式会社の商号

をもって本社及び金沢工場を石川県金沢市に設置し設立。

1949年１月 大阪市東区に大阪出張所を設置。

 東京都中央区に東京事務所を設置。

1950年10月 2,500万円増資して資本金5,000万円。

1951年６月 5,000万円増資して資本金10,000万円。

1952年１月 当社株式を大阪証券取引所市場第２部に上場。

1954年３月 当社株式を東京証券取引所市場第２部に上場。

1954年４月 10,000万円増資して資本金20,000万円。

1957年７月 10,000万円増資して資本金30,000万円。

1958年４月 大阪出張所を営業所に改称。

1963年９月 21,000万円増資して資本金51,000万円。

1964年５月 金沢工場敷地内に仮撚工場を新設、長繊維ウーリー加工糸の生産・販売を開始。

1964年10月 20,400万円増資して資本金71,400万円。

1971年８月 株式会社リック・コーポレーション（旧・鳥越産業株式会社、連結子会社）を設立。

1976年４月 大阪営業所を支社に改称。

1984年６月 キタボー興産株式会社（連結子会社）を設立。

1986年９月 東京事務所を廃止。

1988年11月 能都産業株式会社を設立。

1990年３月
能登工場（旧：能都工場）を石川県鳳至郡能都町(現・鳳珠郡能登町)に新設、委託加工先へ賃

貸。

1994年９月 大阪支社を廃止。

1996年４月 松任工場を石川県松任市(現・白山市)福留町に新設。

2002年11月 承徳帝賢北日本紡績有限公司（持分法適用関連会社）を設立。

2005年３月 能都産業株式会社を清算。

2005年６月 現在地に本社を移転。

2008年９月 東京証券取引所から上場廃止。

2009年１月 能登工場（旧：能都工場）を閉鎖。

2010年３月 仮撚事業を廃止。

2011年５月 承徳帝賢北日本紡績有限公司を清算。

2013年７月

 

当社株式は大阪証券取引所及び東京証券取引所の現物市場の統合に伴い、東京証券取引所市場第

２部に上場。

2016年12月 株式会社リック・コーポレーション、キタボー興産株式会社を清算。

2017年４月 大阪市中央区に大阪営業所を設置。
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３ 【事業の内容】

　当社の事業別セグメントは、繊維事業と環境事業の２事業に区分されております。

　繊維事業は、合繊紡績糸の製造販売及び委託加工を行っております。

　環境事業は、水質浄化システム及び省エネルギー装置の販売を行っております。

 
事業の系統図は、次のとおりであります。

〔事業系統図〕

 

EDINET提出書類

北日本紡績株式会社(E00566)

有価証券報告書

 5/50



 

４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

2019年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

66 44.0 14.2 3,315,385
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

繊維事業 62

全社（共通） 4

合計 66
 

 (注)　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

 (2) 労働組合の状況

2019年３月31日現在34人の組合員が北日本紡績㈱に在籍し、ＵＡゼンセン同盟に加入しております。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社は、継続的かつ安定的な収益基盤を確立して企業価値を高めることを目標としております。

　当社を取り巻く繊維業界、とりわけ素材加工の分野は、産業資材向けの受注は堅調に推移しているものの、国内

生産の海外シフトや海外製品との価格競争により、総じて厳しい経営環境となっております。

　当社は、安定した事業収益確保のため、中期経営計画「ＣＨＡＬＬＥＮＧＥ　ＫＩＴＡＢＯ」を策定し、「紡績

事業の強化」「新たなる事業領域の開拓」「人材の育成、職場環境の改善」に取り組み、収益力の改善に努めてお

ります。その具体策として、以下の施策を実施しております。

（紡績事業の強化）

紡績事業は、高機能繊維の取引先との連携を強化し、用途開発や市場開拓に取り組んでおります。また、多品

種小ロット生産への対応や効率の良い生産体制の構築に取り組み、生産性の向上を図っております。

（新たなる事業領域の開拓）

新規事業として中東向け民族衣装用生地の販売を開始し、事業領域の拡大を図っております。現在においては

販売コストが先行している状況ではありますが、新たな事業の柱となるよう取り組んでまいります。

（人材の育成、職場環境の改善）

外部講師を招いたセミナーの開催や社外セミナーへ参加し、業務の効率化や職場環境の改善を図っておりま

す。　　　　　

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末において判断したものであります。

 
２ 【事業等のリスク】

① 為替の変動、最終製品販売会社の不慮の事故、自然災害等の影響により、販売先からの受注量が発注する会社

の判断により漸減する可能性があります。

② 商品開発は、市場調査を基に独自に行うものですが、市場の評価を仰ぐものであるため、タイムリーかつ正確

な判断はできません。

③ 当社が上場している東京証券取引所には、厳格な上場廃止基準が定められております。経営成績の悪化、株式

市場の動向及びその他の理由を原因として、当社株式が上場廃止基準に該当する可能性があります。

④ 当社は、当事業年度末において訴訟は提起されておりませんが、将来何らかの事由の発生により、訴訟等によ

る請求を受ける可能性を完全に回避することは困難であり、この結果、当社の財政状態及び経営成績に重大な

影響を及ぼす可能性があります。

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末において判断したものであります。

 
３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

① 経営成績の状況

当事業年度は、米中貿易摩擦が世界経済に与える影響が不透明であり、イギリスのＥＵ離脱問題や中国景気の減

速など、日本経済に陰りをもたらす状態になってきております。

わが国経済は、個人消費は緩やかに回復しておりますが、自動車、電気機器などの輸出が減速し、また、人材不

足の問題や原材料価格の上昇により、各企業の業績見通しは慎重になってきております。

このような状況の中、当社の当事業年度の業績は、売上高454,184千円（前事業年度比1.9％増）となり、営業損

失9,269千円（前事業年度は4,834千円の営業利益）、経常損失3,026千円（前事業年度は8,828千円の経常利益）、

特別損失に投資有価証券評価損などを計上した結果、当期純損失7,469千円（前事業年度は40,120千円の当期純利

益）となりました。

なお、事業別の業績は次のとおりであります。

（繊維事業）

当社の主力である産業資材分野のアラミド繊維は、自動車関連資材や工業用フィルター向けなどの各分野で需

給タイトな状況が続き、今後も期待できる商材となりましたが、前事業年度に比べると実需に沿った受注とな

り、売上高は260,768千円（前事業年度比11.8％減）となりました。

高機能インナー向け紡績糸については、在庫調整が終わり受注が回復したため、売上高は76,548千円（前事業

年度比81％増）となり好調に推移いたしました。

短繊維ポリエステル糸は、第４四半期に入り少し動きが悪くなったものの、ポリエステル・レーヨン混紡糸や

原綿着色糸がテント用、ユニフォーム向けに堅調に推移し、売上高は97,439千円（前事業年度比8.1％減）となり

ました。

コスト面においては、電力料、人件費、資材関係が増加したため、思うような収益を上げることはできません

でした。今後はコストアップ分の価格転嫁と更なる生産の合理化を検討してまいります。
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新規中東向け民族衣装用の生地販売については、販売コストが先行している状況ではありますが、第３四半期

から少しずつ成約ができており、当事業年度の売上高は19,146千円となりました。中東の状況はサウジアラビア

の国内政策的な問題やイランとの関係などがあり、引き続き不透明な情勢が続いておりますが、当社の特長を活

かした商品を供給し、次年度の利益確保に取り組んでまいります。

この結果、当事業年度の繊維事業の業績は、売上高453,902千円（前事業年度比2.2％増）、営業損失6,356千円

（前事業年度は6,591千円の営業利益）となりました。

（環境事業）

当事業年度から販売を代理店に委ねる方針に切り替えましたが、その販売面での実績は現れず、確たる売上計

上にはいたりませんでした。この結果、当事業年度の環境事業の業績は、売上高281千円（前事業年度比84.7％

減）、商品在庫の評価損2,079千円を計上したため、営業損失2,913千円（前事業年度は1,756千円の営業損失）と

なりました。

② 財政状態の状況

（資産）

流動資産は128,318千円となり、前事業年度末に比べ34,444千円の減少となりました。これは主に、現金及び

預金が33,419千円減少したことによるものであります。固定資産は1,224,764千円となり、前事業年度末に比べ

9,915千円の減少となりました。これは主に、紡績糸生産設備に関する設備投資により有形固定資産が14,710千

円増加した一方で、保有株式の時価が下落したことにより投資その他の資産の投資有価証券が26,300千円減少

したことによるものであります。

この結果、総資産は1,353,082千円となり、前事業年度末に比べ44,360千円減少いたしました。

（負債）

流動負債は517,358千円となり、前事業年度末比べ3,418千円の減少となりました。これは主に、支払手形が

2,623千円増加した一方で、短期借入金が8,000千円減少したことによるものであります。固定負債は277,317千

円となり、前事業年度末に比べ9,041千円の減少となりました。これは主に、投資有価証券の含み益が減少した

こと等により繰延税金負債が13,028千円減少したことによるものであります。　

この結果、負債合計は794,675千円となり、前事業年度末に比べ12,459千円減少いたしました。

（純資産）

株主資本は15,014千円となり、前事業年度末に比べ7,479千円の減少となりました。これは主に、当期純損失

の計上により利益剰余金が7,469千円減少したことによるものであります。評価・換算差額金等は543,392千円

となり、前事業年度末に比べ24,420千円の減少となりました。これは、その他有価証券評価差額金が24,420千

円減少したことによるものであります。

 
③ キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（「以下「資金」という）は、50,431千円となりました。当事業年度末

における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

当事業年度における営業活動による資金は5,245千円の増加となりました。これは主に、税引前当期純損失を

8,937千円計上いたしましたが、減価償却費5,300千円及び投資有価証券評価損5,343千円の計上、売上債権の減少

5,918千円があったことによるものであります。

（投資活動のよるキャッシュ・フロー）

当事業年度における投資活動による資金は28,419千円の減少となりました。これは主に、投資有価証券の取得

による支出が14,064千円及び有形固定資産の取得による支出が13,545千円あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における財務活動による資金は10,388千円の減少となりました。これは主に短期借入金の減少8,000

千円及びリース債務の返済による支出2,378千円があったことによるものであります。
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④ 生産、受注及び販売の状況

ａ．生産実績

当事業年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 前期比(％)

繊維事業 333,651 ＋1.0

環境事業 ― ―

合計 333,651 ＋1.0
 

(注) 金額は、製造原価によっております。

　

ｂ．受注状況

当事業年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％)

繊維事業 443,137  ＋1.6 109,982 ＋8.3 

環境事業 281  △84.7 ― ― 

合計 443,419  ＋1.2 109,982 ＋8.3 
 

　

ｃ．販売実績

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 前期比(％)

繊維事業 453,902  ＋2.2  

環境事業 281  △84.7  

合計 454,184  ＋1.9  
 

(注) 主要な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前事業年度 当事業年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

帝人㈱ 261,713 58.7 229,054 50.6

東邦テキスタイル㈱ 51,503 11.6 55,351 12.2

㈱帝健 53,939 12.1 84,396 18.6
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

① 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この財務諸表の作成にあたって、経営陣は決算日における資産・負債の数値並びに報告期間における収入・費用

の報告数値に影響を与える様々な要因・仮定に対し、継続して可能な限り正確な見積りと適正な評価を行ってお

ります。

② 当事業年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社の当事業年度の経営成績等は、繊維事業の受注は産業資材向けを中心に堅調に推移しましたが、小ロット

化や難しい品種の生産が増加したことに加え、製造コストが増加したため思うような収益を上げることができま

せんでした。当事業年度から取り組んでおります中東向け民族衣装用の生地販売も当初想定より前倒しで売上が

計上でき、少しずつ成約も増えてきておりますが、販売コストが先行している状況であります。

当社といたしましては、紡績糸の生産性の向上、独自商品の開発や糸・生地の販路拡大に取り組むとともに、

新たな事業領域の拡大に取り組み、収益力の強化を図ってまいります。

 
４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

５ 【研究開発活動】

業績向上に貢献するため、生産品種の拡大、新分野・新用途の開発に取り組みました。

当事業年度における当社が支出した研究開発費の総額は9,391千円であります。

繊維事業については、取引先企業と防護衣料向けや高機能繊維の生産品種拡大に取り組むとともに、新規顧客向

け紡績糸の開発や当社独自の商品開発に取り組みました。当事業年度における研究開発に関する費用は、販売費及

び一般管理費に8,285千円計上しております。

　環境事業については、北陸先端科学技術大学院大学と共同研究を実施しており、当事業年度における研究開発に

関する費用は、販売費及び一般管理費に1,106千円計上しております
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当期の設備投資については、新製品・高付加価値製品の品質向上及び競争力維持向上並びに合理化を目標とし実施

いたしました。

繊維事業における設備投資の主な内容は、生産設備の維持補修等を中心とする総額14,980千円であります。

環境事業における設備投資は、実施しておりません。

 
２ 【主要な設備の状況】

2019年３月31日現在

事業所名(所在地) セグメントの名称

帳簿価額(千円)

従業員数(人)
土　地
(面積㎡)

合　計

松任工場(白山市福留町) 繊維事業
716,442

(35,072)
716,442 63

 

(注)　金額には消費税等を含めておりません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,164,400

計 5,164,400
 

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2019年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年６月28日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 1,291,100 1,291,100
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は100株であります。

計 1,291,100 1,291,100 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。

② 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2017年10月１日(注) △11,619 1,291 ― 714,000 ― 1,257
 

（注）普通株式10株につき１株の割合で株式を併合したことによる発行済株式総数の減少であります。

 

(5) 【所有者別状況】

2019年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

0 2 18 19 12 0 761 812 ―

所有株式数
(単元)

0 524 3,258 2,374 550 0 6,149 12,855 5,600

所有株式数
の割合(％)

0.00 4.08 25.34 18.47 4.28 0.00 47.83 100 ―
 

(注) 自己株式56,130株は「個人その他」に561単元、「単元未満株式の状況」に30株含めて表示しております。
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(6) 【大株主の状況】

2019年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己
株式を除く。)の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

ＧＭＯクリック証券㈱ 東京都渋谷区桜丘町20-1 111 9.02

直山　秀人 金沢市本多町 93 7.55

㈱石川製作所 白山市福留町200 85 6.91

松井証券㈱ 東京都千代田区麹町1丁目4番地 83 6.72

㈱ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1丁目6番1号 79 6.41

帝人㈱ 大阪市北区中之島3丁目2番4号 50 4.04

北日本紡績取引先持株会 白山市福留町201-1 46 3.72

㈱北國銀行 金沢市広岡2丁目12番6号 45 3.64

上中商事㈱ 京都市下京区宝町通五条上る坂東屋町266 42 3.44

宮脇　昌三 兵庫県小野市来住町 34 2.75

計 ― 670 54.25
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2019年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 56,100
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,229,400
 

12,294 ―

単元未満株式 普通株式 5,600
 

― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 1,291,100
 

― ―

総株主の議決権 ― 12,294 ―
 

（注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式30株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2019年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

　北日本紡績株式会社 石川県白山市福留町201番地１ 56,100 ― 56,100 4.34

計 ― 56,100 ― 56,100 4.34
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】　

　　　　　会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 10 10,282

当期間における取得自己株式 ― ―
 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 56,130 ― 56,130 ―
 

 

３ 【配当政策】

当社は、株主への還元を第一として配当原資確保のための収益力を強化し、継続的かつ安定的な配当を行うことを

基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当期につきましては、長引く市況の低迷など厳しい状況にあるため、誠に遺憾ではありますが無配とさせて頂きま

す。次期以降につきましては、全社を挙げて業績の回復に取り組み、早期復配に向けて努める所存であります。

また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

 
４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の意思決定の迅速化並びに経営の透明性の確

保と経営のチェック機能の強化を重要な課題とし、株主の立場に立って企業価値を最大化することを目的としてお

ります。

 
②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

ａ．企業統治の体制の概要

当社は、監査等委員会設置会社であり、取締役会、監査等委員会、会計監査人を設置しております。

　取締役会は、有価証券報告書提出日現在、取締役（監査等委員である取締役を除く）５名と監査等委員である

取締役３名（うち社外取締役２名）の計８名で構成されております。定時取締役会を年４回開催し、必要に応じ

て臨時取締役会の開催を行っております。経営の基本方針その他重要事項を決定するとともに業務執行状況の監

督を行っております。

　監査等委員会は、有価証券報告書提出日現在、監査等委員である取締役３名（常勤１名、非常勤２名）で構成

されております。定時監査等委員会を年４回開催し、必要に応じて臨時監査等委員会を行います。監査等委員で

ある取締役は、取締役会に出席し、議案審議に必要な発言を適宜行っております。また、取締役の職務執行を監
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査するとともに会計監査人との相互連携により、監査の実効性の充実を図っております。

　当社は、経営会議を毎月開催しております。取締役（社外取締役を除く）、部課長が出席し、取締役会の定め

る基本方針に基づき、その具体的な執行方針、進捗状況等の審議を行っております。

 

　

ｂ．企業統治の体制を採用する理由

当社は、監査等委員会設置会社でありますが、監査等委員である取締役に取締役会における議決権を付与する

ことで取締役会の監督機能が充実すると判断したため、監査等委員会設置会社制度を採用しております。

 
③企業統治に関するその他の事項

ａ.内部統制システムの整備の状況

(1)取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役会、監査等委員会、会計監査人による経営管理体制をとっております。取締役は、職務の執行

が法令及び定款に適合することを確保するために担当する部署の内部統制を整備するとともに必要な諸規則を制

定し、周知徹底を図るとともに取締役会規則を遵守しております。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

当社は、「文書管理規定」その他の社内規定に則り、取締役の職務の執行に係る情報を文書又は電子媒体にて

記録し、関連文書とともに保存・管理しております。取締役は、いつでもこれを閲覧することができます。

(3)損失の危険に関する規程その他の体制

当社は業務執行に係るリスクに関して、各関係部門においてそれぞれ予見されるリスク分析と識別を行い、リ

スク管理体制を明確化しております。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、取締役会、経営会議の各規定、組織規定等により、各取締役及び使用人の分掌と権限を定めておりま

す。

(5)監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使

用人の取締役からの独立性に関する事項

当社は、現在、監査等委員会の職務を補助する使用人はおりませんが、監査等委員会から求められた場合に

は、監査等委員会と協議のうえ合理的な範囲で配置することとしております。また、当該使用人の任命・異動等

人事権に関する事項の決定には、監査等委員会の事前の同意を得ることにより取締役からの独立性を確保するこ

ととしております。
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(6)取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会への報告に関する事項

当社が決定する重要事項は、監査等委員に報告することとし、更に内部統制室担当者が行う監査の結果、会社

に損害を及ぼすおそれのある事実を発見した時は遅滞なく報告いたします。監査等委員へ報告をした者に対し

て、報告したことを理由として人事上の制裁処分その他不利益な取り扱いは行わないものといたします。また、

監査等委員は代表取締役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題や監査上の重要事項について意見交換を

行うとともに、会社の重要会議に出席し、重要な意見決定や業務執行状況を把握いたします。さらに、監査が実

効的に行われることを確保するために関連部門が監査等委員補助を行うこととしております。

(7)監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査等に係る諸費用については、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、監査等

委員の請求により当該費用又は債務を処理することとしております。

(8)財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度への対応を企業基盤強化のインフラ整備の一環として位置

付け、組織の業務全体に係わる財務情報を集約したものである財務報告の信頼性を確保するために、当該財務報

告に係わる内部統制の有効かつ効率的な整備・運用を行うこととしております。

 
ｂ．責任限定契約の内容の概要

当社と業務執行取締役等でない取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該業務執行取締役でない

取締役が責任の原因になった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 
ｃ．リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、業務に関わるすべてのリスクについて、各管理担当部署において適切に把握し、重

要事項については、経営機関において対応策を十分検討しております。

 
ｄ．取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は10名以内とし、監査等委員である取締役は４名以内とする

旨を定款で定めております。

 
　ｅ．取締役の選任の決議条件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によら

ないものとする旨定款に定めております。

 
　ｆ．株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもので

あります。

 
　ｇ．自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨

定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため、市場取引等によ

り、自己の株式を取得することを目的とするものであります。

 
　ｈ．中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配

当を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を目的とするものでありま

す。
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(2) 【役員の状況】
①役員一覧

男性8名　女性0名　（役員のうち女性の比率0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所　有
株式数
(百株)

取締役社長
代表取締役

仲　治　文　雄 1956年７月16日生

1979年３月 当社入社
2003年６月 当社商品開発グループ長
2005年６月 当社取締役商品開発グループ長
2005年10月 当社取締役生産・商品開発統括
2009年７月 当社取締役生産統括
2012年７月 当社取締役製造統括
2015年５月 当社代表取締役社長(現在)

2019
年
６月
から
１年

21

常務取締役 大　杉　幸　正 1947年９月17日生

1971年４月 ㈱北國銀行入行
1999年10月 同行富山支店長
2001年５月 当社入社
2001年６月 当社常務取締役
2014年６月 当社常勤監査役
2016年６月 当社常務取締役(現在)

2019
年
６月
から
１年

46

取締役
営業部長

栗　林　昭　典 1964年７月24日生

1986年４月 蝶理㈱入社
2004年６月 小松精練㈱(現：小松マテーレ㈱）入

社
2008年２月 当社入社
2014年12月 当社営業部長
2015年６月 当社取締役営業部長(現在)

2019
年
６月
から
１年

1

取締役
総務部長

西　川　康　一 1973年12月24日生

1992年３月 当社入社
2014年12月 当社総務部長
2015年６月 当社取締役総務部長(現在)

2019
年
６月
から
１年

11

取締役 上　中　康　司 1962年８月６日生

1988年４月 ㈱日本債券信用銀行(現：㈱あおぞら
銀行）入行

1993年７月 シティバンク銀行入行
1996年８月 クレディ スイス ファースト ボスト

ン証券東京支店(現：クレディ・スイ
ス証券㈱)入行

1997年４月 住友キャピタル証券㈱(現：大和証券
キャピタル・マーケッツ㈱)入社

1998年８月 日本インベスター証券入社
2004年８月 ㈱サクシード（現：上中商事㈱）設

立　代表取締役(現在)
2010年５月 ライトスマートインターナショナル

（カンボジアNGO）設立　会長（現
在）

2011年４月 自民党京都府第二選挙区衆議院支部長
2015年２月 ホライズン㈱設立　代表取締役
2015年４月 (一社)日本社外取締役協会設立代表理

事（現在）
2016年５月 ㈱建設経済新聞社　代表取締役（現

在）
2016年12月 当社特別顧問
2017年６月 当社取締役（現在）
2018年６月 シライ電子工業㈱取締役（現在）

2019
年
６月
から
１年

―

取締役
（監査等委員）

本　　秀　行 1951年３月22日生

1973年４月 ㈱北國銀行入行
1989年７月 同行香港駐在事務所所長
2004年７月 同行監査部長
2005年７月 アトム運輸㈱入社

同社取締役管理本部長
2016年４月 当社入社　内部統制室長
2016年６月 当社取締役(監査等委員)(現在)

2018
年
６月
から
２年

1

取締役
（監査等委員）

屶　網　大　介 1976年10月20日生

2000年４月 新日開発入社
2007年９月 弁護士登録(現在)
2007年９月 中山博之法律事務所(現：葵総合法律

事務所)勤務
2009年６月 当社監査役
2009年７月 葵総合法律事務所所長(現在)
2016年６月 当社取締役(監査等委員)(現在)

2018
年
６月
から
２年

―

取締役
（監査等委員）

宮　川　知　生 1968年８月９日生

2000年４月 地藤久治税理士事務所勤務
2003年２月 宮川知生税理士事務所設立　所長(現

在)
2019年６月 当社取締役(監査等委員)(現在)

2019
年
６月
から
１年
(※4)

―

計 82
 

※１．屶網大介及び宮川知生は、社外取締役であります。
　２．屶網大介及び宮川知生は、東京証券取引所が指定を義務付けする一般株主と利益相反が生じるおそれのない

独立役員であります。
　３．監査等委員会の体制は、次のとおりであります。
　　委員長　本秀行　委員　屶網大介　委員　宮川知生
４．任期は、当社定款の定めにより、退任された監査等委員である取締役の任期の満了するべき時となるため、

2019年３月期に係る定時株主総会の終結の時から2020年３月期に係る定時株主総会終結の時まででありま
す。
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②社外取締役の状況

社外取締役屶網大介は、弁護士としての専門的知識・見識を有しており、その経歴を通じて培った法務全般に

関する高度な専門性に基づき、業務執行取締役の職務の執行に対する適切な助言・監督を行う能力を有してお

り、社外取締役としての職務の執行を適切に遂行していただけるものと判断したため選任しております。

社外取締役宮川知生は、税理士として財務・会計に関する高度な知見及び企業経営に関する十分な見識を有し

ており、社外取締役としての職務の執行を適切に遂行していただけるものと判断したため選任しております。

また、当社は、一般株主との利益相反取引を生じるおそれがない独立性の高い人物であるとして、社外取締役

屶網大介氏及び社外取締役宮川知生氏の２氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所へ独立役員として届け出ております。なお、上記の社外取締役との間に特別の利害関係はありません。

　当社において、社外取締役を選任するための独立性に関する特段の定めはありませんが、東京証券取引所の独

立役員の独立性に関する基準を参考にしております。

社外取締役は、取締役会において必要な情報収集を行い、経営者としての経験から適宜質問を行い意見交換を

実施し、連携を図っております。

　監査等委員は、取締役会や監査等委員会においてその専門的見地からの報告や発言を適宜行っており、監査等

委員監査においてはその独立性、中立性、専門性を発揮し、監査を実施するとともに、内部統制室、会計監査人

と連携し情報取集や意見交換を行っております。

 
(3) 【監査の状況】

①監査等委員監査の状況

当社の監査等委員会は、常勤監査等委員の本秀行を委員長として非常勤監査等委員の宮川知生及び屶網大介で

構成しております。なお、宮川知生は税理士であり、財務及び会計に関する高度な知見を有しております。

監査等委員監査は、定時監査等委員会を年４回開催し、必要に応じて臨時監査等委員会を開催することとして

おります。随時、会計監査人及び内部監査室から報告及び説明を受けるとともに、当社の監査基準に基づき誠実

かつ公正に内部監査を実施しております。

 

②内部監査の状況

内部監査室は、社長直属の部署として独立し、内部監査人１名にて構成しております。

内部監査は、監査等委員及び会計監査人との連携のもと、年間計画を作成し内部監査を実施しており、必要に

応じて別に指名されたものを加えて実施しております。監査後は、監査結果を社長に報告し、関係役員にも回付

しております。

 
③会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

太陽有限責任監査法人

 
ｂ．業務を執行した公認会計士

泉　淳一

沖　聡

 
ｃ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士４名及びその他４名であります。

 

ｄ．監査法人の選定方針と理由

当社は、当監査法人の独立性及び職務執行状況を総合的に勘案し、当監査法人を選任しております。

また、当社の監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場

合、監査等委員全員の同意により解任いたします。

 

ｅ．監査役及び監査役会による監査人の評価

当社の監査等委員及び監査等委員会は、「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指

針」に基づいて、当監査法人の評価を行っております。その結果、当監査法人による監査が適切に行われてい

ることを確認しております。
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④監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬の内容)

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬（千円）

非監査業務に
基づく報酬（千円）

9,300 ― 9,300 ―
 

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（ａ．を除く）

　該当事項はありません。

 
ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

 
ｄ．監査報酬の決定方針

　監査日数、当社の規模などを勘案し、決定しております。

 
ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積もりの算出根拠など

について必要な検証を行いました。その結果、会計監査人の報酬等の額は適切であると判断し、会社法第399

条第１項の同意を得ております。

 
(4) 【役員の報酬等】

　①役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社は役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めております。その内容は、株主総会の決議を

経て報酬限度額を決定しており、その限度額の範囲内において取締役会の授権を受けた代表取締役社長が、市場環

境や中長期の業績を考慮した上で、その達成度合いを勘案し、決定しております。また、各監査等委員である取締

役の報酬額は、監査等委員である取締役の協議により決定しております。

 
　②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等
の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役(監査等委員を除く。)
(社外取締役を除く。)

14,700 14,700 ― ― 5

取締役(監査等委員)
(社外取締役を除く。)

2,400 2,400 ― ― 1

社外役員 1,200 1,200 ― ― 2
 

 
　③役員ごとの報酬等の総額等

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、純投資目的株式を原則保有しないこととしております。また、事業上必要と考えられる場合には、政

策投資保有目的株式を保有することとしております。

 
②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は取引の維持・強化、事業の円滑な推進に必要と判断した企業の株式を保有しており、取締役会は、政

策保有について、中長期的な経済合理性や保有先との関係性を定期的又は随時検証することにより保有リスク

の最小化に努め、保有する意義や合理性が認められないと判断した保有株式は適切に売却いたします。

 
ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(千円)

非上場株式 6 24,316

非上場株式以外の株式 6 345,321
 

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額(千円)

株式数の増加の理由

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 1 13,899 繊維事業における関係強化。
 

　

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

　　　該当事項はありません。
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ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表
計上額(千円)

貸借対照表
計上額(千円)

㈱石川製作所
100,153 100,153 繊維事業における関係強化。

発行会社の配当利回りを含めた当
社への便益を検証。

有
170,560 201,908

帝人㈱
71,200 71,200 繊維事業における関係強化。

発行会社の配当利回りを含めた当
社への便益を検証。

有
130,011 142,471

帝国繊維㈱
10,000 10,000 繊維事業における関係強化。

発行会社の配当利回りを含めた当
社への便益を検証。

無
27,340 20,170

小松マテーレ㈱
15,000 ― 繊維事業における関係強化。

発行会社の配当利回りを含めた当
社への便益を検証。

無
12,120 ―

㈱福井銀行
3,000 3,000 金融取引の円滑化。

発行会社の配当利回りを含めた当
社への便益を検証。

無
5,082 6,990

㈱北國銀行
60 60 金融取引の円滑化。

発行会社の配当利回りを含めた当
社への便益を検証。

有
208 248

 

(注)定量的な保有効果については記載が困難であります。保有の合理性は、保有目的、経済合理性、取引

状況等により検証しております。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

④　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

 
⑤　当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(2018年４月１日から2019年３月31日まで)の

財務諸表について、太陽有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

　

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入し、セミナーに参加しております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 83,851 50,431

  売掛金 56,109 50,190

  商品及び製品 11,619 15,888

  仕掛品 5,147 5,586

  原材料 3,439 1,378

  貯蔵品 919 1,422

  前払費用 471 455

  未収入金 1,048 1,535

  前渡金 ― 1,242

  その他 155 186

  流動資産合計 162,762 128,318

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） ※1  2,438 ※1  3,975

   構築物（純額） 0 0

   機械及び装置（純額） 24,331 32,705

   車両運搬具（純額） 312 484

   工具、器具及び備品（純額） 1,951 2,358

   土地 ※1  795,477 ※1  795,477

   リース資産（純額） 3,392 7,612

   有形固定資産合計 ※2  827,903 ※2  842,613

  無形固定資産   

   ソフトウエア 590 2,021

   リース資産 0 0

   電話加入権 0 0

   無形固定資産合計 590 2,021

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1  395,939 ※1  369,638

   敷金及び保証金 10,246 10,490

   投資その他の資産合計 406,186 380,128

  固定資産合計 1,234,679 1,224,764

 資産合計 1,397,442 1,353,082
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 2,494 5,117

  設備関係支払手形 ― 1,415

  買掛金 2,421 ※1  2,899

  短期借入金 ※1  464,500 ※1  456,500

  リース債務 2,048 2,214

  未払金 19,907 22,127

  未払費用 7,827 7,856

  未払法人税等 4,645 2,808

  未払消費税等 5,327 4,711

  預り金 1,280 1,493

  賞与引当金 7,223 7,508

  その他 3,099 2,704

  流動負債合計 520,776 517,358

 固定負債   

  リース債務 4,505 7,238

  繰延税金負債 74,096 61,067

  再評価に係る繰延税金負債 199,501 199,501

  退職給付引当金 8,255 9,510

  固定負債合計 286,358 277,317

 負債合計 807,135 794,675

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 714,000 714,000

  資本剰余金   

   資本準備金 1,257 1,257

   資本剰余金合計 1,257 1,257

  利益剰余金   

   利益準備金 178,500 178,500

   その他利益剰余金   

    従業員保護資金 13,000 13,000

    配当引当積立金 10,000 10,000

    固定資産圧縮積立金 51,716 46,050

    繰越利益剰余金 △893,485 △895,289

   利益剰余金合計 △640,268 △647,738

  自己株式 △52,494 △52,504

  株主資本合計 22,493 15,014

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 121,176 96,755

  土地再評価差額金 ※3  446,636 ※3  446,636

  評価・換算差額等合計 567,813 543,392

 純資産合計 590,307 558,406

負債純資産合計 1,397,442 1,353,082
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

売上高 445,752 454,184

売上原価   

 商品及び製品期首たな卸高 9,291 11,619

 当期製品製造原価 330,379 333,651

 当期商品仕入高 3,392 23,689

 合計 343,063 368,960

 他勘定振替高 837 67

 商品及び製品期末たな卸高 11,619 15,888

 商品及び製品売上原価 330,606 353,004

売上総利益 115,146 101,179

販売費及び一般管理費   

 運送費及び保管費 8,600 8,316

 役員報酬 17,250 18,300

 給料及び手当 25,620 25,945

 減価償却費 927 1,046

 旅費及び交通費 4,488 3,856

 その他 53,425 52,983

 販売費及び一般管理費合計 ※1  110,312 ※1  110,449

営業利益又は営業損失（△） 4,834 △9,269

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 8,218 8,310

 不動産賃貸料 8,473 7,188

 為替差益 ― 368

 その他 2,049 832

 営業外収益合計 18,742 16,700

営業外費用   

 支払利息 12,050 9,704

 支払補償費 220 ―

 その他 2,478 753

 営業外費用合計 14,748 10,457

経常利益又は経常損失（△） 8,828 △3,026

特別利益   

 投資有価証券売却益 30,701 ―

 固定資産売却益 ※2  5,917 ―

 特別利益合計 36,618 ―

特別損失   

 投資有価証券評価損 ― 5,343

 環境対策費 4,990 ―

 固定資産処分損 ― 567

 特別損失合計 4,990 5,910

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 40,456 △8,937

法人税、住民税及び事業税 2,764 960

法人税等調整額 △2,427 △2,427

法人税等合計 336 △1,467

当期純利益又は当期純損失（△） 40,120 △7,469
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製造原価明細書

  
前事業年度

(自　2017年４月１日
至　2018年３月31日)

当事業年度
(自　2018年４月１日
至　2019年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　原材料費  △2,212 △0.6 1,386 0.4

Ⅱ　労務費  184,018 55.7 184,844 55.3

Ⅲ　経費 ※１ 148,078 44.9 147,859 44.3

　　当期総製造費用  329,884 100.0 334,090 100.0

　　仕掛品期首棚卸高  5,643  5,147  

合計  335,527  339,238  

　　仕掛品期末棚卸高  5,147  5,586  

　　当期製品製造原価  330,379  333,651  

　　      
 

 
(注)　※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

支払電力料 66,987 70,763

消耗品費 19,288 23,252

固定資産税 11,436 11,424

減価償却費 2,186 4,253
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2017年４月１日　至 2018年３月31日)

 
 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計従業員

保護資金

配当引当

積立金

固定資産

圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 714,000 1,257 1,257 178,500 13,000 10,000 57,381 △939,270 △680,389

当期変動額          

当期純利益        40,120 40,120

固定資産圧縮積立金の

取崩
      △5,665 5,665 ―

自己株式の取得          

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
         

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― △5,665 45,785 40,120

当期末残高 714,000 1,257 1,257 178,500 13,000 10,000 51,716 △893,485 △640,268
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △52,368 △17,500 45,798 446,636 492,435 474,934

当期変動額       

当期純利益  40,120    40,120

固定資産圧縮積立金の

取崩
 ―    ―

自己株式の取得 △126 △126    △126

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  75,378  75,378 75,378

当期変動額合計 △126 39,994 75,378 ― 75,378 115,372

当期末残高 △52,494 22,493 121,176 446,636 567,813 590,307
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 当事業年度(自 2018年４月１日　至 2019年３月31日)

 
 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計従業員

保護資金

配当引当

積立金

固定資産

圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 714,000 1,257 1,257 178,500 13,000 10,000 51,716 △893,485 △640,268

当期変動額          

当期純損失（△）        △7,469 △7,469

固定資産圧縮積立金の

取崩
      △5,665 5,665 ―

自己株式の取得          

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
         

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― △5,665 △1,804 △7,469

当期末残高 714,000 1,257 1,257 178,500 13,000 10,000 46,050 △895,289 △647,738
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △52,494 22,493 121,176 446,636 567,813 590,307

当期変動額       

当期純損失（△）  △7,469    △7,469

固定資産圧縮積立金の

取崩
 ―    ―

自己株式の取得 △10 △10    △10

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △24,420  △24,420 △24,420

当期変動額合計 △10 △7,479 △24,420 ― △24,420 △31,900

当期末残高 △52,504 15,014 96,755 446,636 543,392 558,406
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④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2017年４月１日
　至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
　至 2019年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 40,456 △8,937

 減価償却費 3,113 5,300

 受取利息及び受取配当金 △8,218 △8,311

 支払利息 12,050 9,704

 固定資産売却損益（△は益） △5,917 ―

 投資有価証券売却損益（△は益） △30,701 ―

 投資有価証券評価損益（△は益） ― 5,343

 売上債権の増減額（△は増加） △376 5,918

 たな卸資産の増減額（△は増加） △1,352 △3,149

 仕入債務の増減額（△は減少） △6,012 3,101

 未払消費税等の増減額（△は減少） △1,438 △224

 その他 9,283 △304

 小計 10,887 8,440

 利息及び配当金の受取額 8,218 8,311

 利息の支払額 △12,050 △9,704

 法人税等の支払額 △1,963 △1,801

 営業活動によるキャッシュ・フロー 5,091 5,245

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 ― △14,064

 投資有価証券の売却による収入 53,590 ―

 有形固定資産の取得による支出 △10,972 △13,545

 有形固定資産の売却による収入 17,752 ―

 その他 216 △810

 投資活動によるキャッシュ・フロー 60,586 △28,419

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △16,500 △8,000

 リース債務の返済による支出 △1,821 △2,378

 自己株式の取得による支出 △126 △10

 その他 0 ―

 財務活動によるキャッシュ・フロー △18,447 △10,388

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― 142

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 47,229 △33,419

現金及び現金同等物の期首残高 36,621 83,851

現金及び現金同等物の期末残高 83,851 50,431
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

①　時価のあるもの

…期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)を採用しております。

②　時価のないもの

…移動平均法による原価法を採用しております。

　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

　主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

　

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15～45年

構築物 10～35年

機械装置 10年

車両運搬具 4年
 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

期末現在の売掛債権その他の債権額に対し、債権内容その他相手先の財政状態等により、合理的に見積もった額

を計上しております。なお、この方法により算出した貸倒引当金はありませんので計上しておりません。

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支出に充てるため、支給見込額により計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額を計上しております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を

用いた簡便法を適用しております。

　

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な現金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 　

　

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(未適用の会計基準等)

・「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 平成30年３月30日)

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 平成30年３月30日)

 
(1) 概要

　収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ1：顧客との契約を識別する。

ステップ2：契約における履行義務を識別する。

ステップ3：取引価格を算定する。

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

 
(2) 適用予定日

　2022年３月期の期首より適用予定であります。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

　影響額は、当財務諸表の作成時において評価中であります。

 
(表示方法の変更)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』に一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日。以下「税効果会計

基準一部改正」という。）を当事業年度から適用し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示するともに税効果会

計関係注記を変更しております。

税効果会計関係注記において、税効果会計基準一部改正第３項から第５項に定める「税効果会計に係る会計基

準」注解（注８）（評価性引当額の合計額を除く。）及び同注解（注９）に記載された内容を追加しておりま

す。ただし、当該内容のうち前事業年度に係る内容については、税効果会計基準一部改正第７項に定める経過的

な取扱いに従って記載しておりません。
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(貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

　土地 716,442千円 716,442千円

　建物 2,438　〃 3,245　〃

　投資有価証券 265,632　〃 240,852　〃

　　　計
 

984,512　〃
 

960,539　〃
 

　短期借入金 464,500　〃 456,500　〃

　買掛金 ―　〃 38　〃

　　　計 464,500　〃 456,538　〃
 

 
※２ 有形固定資産の減価償却累計額

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 2,018,143千円 2,012,749千円
 

 
※３　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき事業用の土地の再評価を行い、土地

再評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

…土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める地方税法第

341条第10号の土地課税台帳に登録されている価額及び地方税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算

の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公布した方法により算定した価額に合理的

な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日・・・・2000年３月31日　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額・・・・22,658千円　

　

(損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費　

 
前事業年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

 9,856千円 9,391千円
 

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

　土地 5,917千円 ―千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 当事業年度期首 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

 株式数(株) 増加株式数(株) 減少株式数(株) 株式数(株)

発行済株式     

普通株式 12,911,000 ― 11,619,900 1,291,100

合計 12,911,000 ― 11,619,900 1,291,100

自己株式     

普通株式(注) 560,055 800 504,735 56,120

合計 560,055 800 504,735 56,120
 

(注)１．2017年10月１日付で普通株式10株を１株にする株式併合を行っております。

２．普通株式の発行済株式の減少11,619,900株は株式併合によるものであります。

３．普通株式の自己株式の株式数の増加800株は、株式併合前の単元未満株式の買取りによる増加761株、株式併

合後に行った単元未満株式の買取りによる増加39株であります。

４．普通株式の自己株式の株式数の減少504,735株は株式併合によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項　

　　　　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 当事業年度期首 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

 株式数(株) 増加株式数(株) 減少株式数(株) 株式数(株)

発行済株式     

普通株式 1,291,100 ― ― 1,291,100

合計 1,291,100 ― ― 1,291,100

自己株式     

普通株式(注) 56,120 10 ― 56,130

合計 56,120 10 ― 56,130
 

(注)普通株式の自己株式の増加10株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項　

　　　　該当事項はありません。

 
 

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

現金及び預金 83,851千円 50,431千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

― 〃 ― 〃

現金及び現金同等物 83,851 〃  50,431 〃
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用は短期的な預金等に限定し、資金調達は、銀行等金融機関からの借入による方針でありま

す。デリバティブ取引は、全く行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとに債権の期日管理及び残高管理を行うととも

に、信用調査等を実施することによりリスク低減を図っております。

　投資有価証券は株式であり、市場リスクや発行会社の業績変動リスクがあります。四半期ごとに時価や発行会

社の財務状況等の把握を行い、当該企業との関係を勘案して保有意義の見直しを行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金については、支払期日が１年以内となっております。

　短期借入金は運転資金に係る資金調達であります。

　また、営業債務及び借入金の資金調達に係る流動性リスクは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資

金繰計画を作成することにより流動性リスクを管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注２)を参照ください。)。

　

前事業年度(2018年３月31日)

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 83,851 83,851 ―

(2) 売掛金 56,109 56,109 ―

(3) 投資有価証券    

 ① その他有価証券 371,787 371,787 ―

資産計 511,748 511,748 ―

(1) 支払手形 2,494 2,494 ―

(2) 買掛金 2,421 2,421 ―

(3) 短期借入金 464,500 464,500 ―

負債計 469,416 469,416 ―
 

当事業年度(2019年３月31日)

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 50,431 50,431 ―

(2) 売掛金 50,190 50,190 ―

(3) 投資有価証券    

 ① その他有価証券 345,321 345,321 ―

資産計 445,944 445,944 ―

(1) 支払手形 5,117 5,117 ―

(2) 買掛金 2,899 2,899 ―

(3) 短期借入金 456,500 465,500 ―

(4）設備関係支払手形 1,415 1,415 ―

負債計 465,932 465,932 ―
 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

EDINET提出書類

北日本紡績株式会社(E00566)

有価証券報告書

34/50



負 債、

(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 短期借入金、(4)設備関係支払手形

これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

　
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

  (単位：千円)

区分 2018年３月31日 2019年３月31日

非上場株式 24,151 24,316
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)投資有価

証券」には含めておりません。

　
(注３)金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度(2018年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

売掛金 56,109 ― ― ―
 

　
当事業年度(2019年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

売掛金 50,190 ― ― ―
 

　
(注４)社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度(2018年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 464,500 ― ― ― ― ―
 

　
当事業年度(2019年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 456,500 ― ― ― ― ―
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(有価証券関係)

２．その他有価証券で時価のあるもの

前事業年度(2018年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 364,797 188,568 176,229

  債券 ― ― ―

小計 364,797 188,568 176,229

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 6,990 10,110 △3,120

  債券 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 6,990 10,110 △3,120

合計 371,787 198,678 173,109
 

当事業年度(2019年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 333,201 193,335 139,866

  債券 ― ― ―

小計 333,201 193,335 139,866

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 12,120 13,899 △1,779

  債券 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 12,120 13,899 △1,779

合計 345,321 207,234 138,087
 

 

３．事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度(自 2017年４月１日 至 2018年３月31日)

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

株式 22,888 30,701 ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 22,888 30,701 ―
 

当事業年度(自 2018年４月１日 至 2019年３月31日)

該当事項はありません。

 

４．減損処理を行った有価証券等

当事業年度において、有価証券について5,343千円（その他有価証券5,343千円）減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度(2018年３月31日)及び当事業年度（2019年３月31日）

当社は、前事業年度及び当事業年度のいずれにおいてもデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該

当事項はありません。　

　

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付制度として退職金一時制度を設けております。　

　

２．確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

  (千円)

 
前事業年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 7,040 8,255

退職給付費用 1,715 1,365

退職給付の支払額 500 110

退職給付に係る負債の期末残高 8,255 9,510
 

(2) 退職給付費用

  (千円)

 
前事業年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

簡便法で計算した退職給付費用 1,715 1,365
 

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。　
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(税効果会計関係)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

  
前事業年度

(2018年３月31日)
 

当事業年度
(2019年３月31日)

繰延税金資産       

　繰越欠損金(注)２  208,672 千円 183,095 千円

　退職給付引当金  2,476 〃  2,853 〃

　賞与引当金  2,167 〃  2,252 〃

　減損損失  166,976 〃  156,693 〃

  未払事業税  992 〃  693 〃

       その他  98 〃  2,798 〃

繰延税金資産小計  381,730 〃  348,386 〃

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(注)２  ―   △183,095  

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額  ―   △165,291  

評価性引当額小計(注)１  △381,730 〃  △348,386 〃

繰延税金資産合計  ― 〃  ― 〃

繰延税金負債       

固定資産圧縮積立金  △22,164 〃  △19,736 〃

その他有価証券評価差額金  △51,932 〃  △41,331 〃

繰延税金負債合計  △74,096 〃  △61,067 〃

繰延税金負債の純額  △74,096 〃  △61,067 〃

再評価に係る繰延税金負債       

土地再評価差額金  △199,501 〃  △199,501 〃

再評価に係る繰延税金負債合計  △199,501 〃  △199,501 〃

再評価に係る繰延税金負債の純額  △199,501 〃  △199,501 〃

       
 

（注）１．評価性引当額が33,343千円減少しております。この減少の主な内容は、税務上の繰越欠損金に係る評価性

引当額が25,577千円、減損損失に係る評価性引当額が10,282千円減少したことによるものであります。

 ２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

当事業年度（2019年３月31日）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) 34,621 8,966 12,924 ― 312 126,269 183,095千円

評価性引当額 △34,621 △8,966 △12,924 ― △312 △126,269 △183,095〃

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ― ―
 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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(賃貸等不動産関係)

当社は、石川県の鳳珠郡能登町において、賃貸用の土地を有しております。　

2018年３月期における当該賃貸不動産に関する賃貸損益は2,205千円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は営業

外費用に計上）であります。　

2019年３月期における当該賃貸不動産に関する賃貸損益は2,249千円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は営業

外費用に計上）であります。　

また、当該不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

貸借対照表計上額

期首残高 163,217 56,801

期中増減額 △106,416 ―

期末残高 56,801 56,801

期末時価 57,301 57,301
 

(注)１．時価の算定方法は、「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額であります。

　　　２．前事業年度の期中増減額は、賃貸用から本社事業用への振替であります。
 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離した財務情報が入手可能であり、当社取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社の事業は、繊維事業及び環境事業を報告セグメントとしております。

　繊維事業は、主に合繊紡績糸の製造及び販売を行っております。

　環境事業は、主に水質浄化システム及び省エネルギー装置の販売を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、財務諸表の作成上採用した方法と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自2017年４月１日　至2018年３月31日）

  (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
繊維事業 環境事業

売上高    

外部顧客への売上高 443,915 1,837 445,752

セグメント利益又はセグメント損失（△） 6,591 △1,756 4,834

セグメント資産 1,394,623 2,818 1,397,442

セグメント負債 807,119 15 807,135

その他の項目    

減価償却費 2,863 250 3,113

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 14,978 ― 14,978
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当事業年度（自2018年４月１日　至2019年３月31日）

  (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
繊維事業 環境事業

売上高    

外部顧客への売上高 453,902 281 454,184

セグメント損失（△） △6,356 △2,913 △9,269

セグメント資産 1,353,082 0 1,353,082

セグメント負債 794,675 ― 794,675

その他の項目    

減価償却費 5,207 92 5,300

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 19,776 ― 19,776
 

　

４．報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

前事業年度（自2017年４月１日　至2018年３月31日）及び当事業年度（自2018年４月１日　至2019年３月31

日）

該当事項はありません。

　

【関連情報】

前事業年度(自　2017年４月１日　至　2018年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

帝人㈱ 262,655 繊維事業

東邦テキスタイル㈱  51,503 繊維事業

㈱帝健  53,939 繊維事業
 

　

当事業年度(自　2018年４月１日　至　2019年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
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３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

帝人㈱ 229,054 繊維事業

東邦テキスタイル㈱  55,351 繊維事業

㈱帝健  84,396 繊維事業
 

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）及び当事業年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31

日）

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自　2017年４月１日　至　2018年３月31日)及び当事業年度(自　2018年４月１日　至　2019年３月31

日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自　2017年４月１日　至　2018年３月31日)及び当事業年度(自　2018年４月１日　至　2019年３月31

日）

該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

前事業年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）及び当事業年度（自　2018年４月１日　至　2019年３

月31日）

　　　　関連当事者との取引

　　該当事項はありません。

 
(１株当たり情報)

 
前事業年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

１株当たり純資産額 477.99円     452.16円

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

32.49円  △6.05円
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ２．当社は2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っており、前事業年度の期首に当

該株式併合が行われたものと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。　

　　 ３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2017年４月１日
至 2018年３月31日)

当事業年度
(自 2018年４月１日
至 2019年３月31日)

１株当たり当期純利益   

　当期純利益又は当期純損失（△）(千円) 40,120 △7,469

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は
普通株式に係る当期純損失（△）(千円)

40,120 △7,469

 普通株式の期中平均株式数(株) 1,235 1,234
 

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

  建物 2,438 1,824 ― 4,263 538,584 287 3,975

  構築物 0 ― ― 0 35,942 ― 0

  機械及び装置 24,331 11,348 ― 35,679 1,383,223 2,974 32,705

 車両運搬具 312 570 ― 882 5,001 398 484

 工具、器具及び備品 1,951 1,147 ― 3,098 47,410 740 2,358

  土地 795,477 ― ― 795,477 ― ― 795,477

　リース資産 3,392 4,886 ― 8,278 2,586 665 7,612

  建設仮勘定 ― 14,890 14,890 ― ― ―  

有形固定資産計 827,903 34,666 14,890 847,680 2,012,749 5,066 842,613

無形固定資産        

 ソフトウエア 590 1,665 ― 2,255 3,714 233 2,021

　リース資産 0 ― ― 0 2,315 ― 0

　施設利用権 0 ― ― 0 1,120 ― 0

無形固定資産計 590 1,665 ― 2,255 7,150 233 2,021
 

（注）当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物の主な増加額は、水中ポンプの入替によるものであります。

機械装置の主な増加額は、紡績設備の改造及び維持補修によるものであります。

車両運搬具の増加額は、フォークリフトのバッテリー交換によるものであります。

工具器具備品の主な増加額は、ボビンの購入534千円、移動式足場の購入266千円等によるものであります。

リース資産の増加額は、デジタルマイクロスコープの購入によるものであります。

ソフトウエアの増加額は、会計システムのバージョンアップによるものであります。

 
【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 464,500 456,500 2.125 ―

１年以内に返済予定のリース債務 2,048 2,214 3.664 ―

リース債務（１年以内に返済予定

のものを除く。）
4,505 7,238 4.677

2026年９月16日～　
2027年10月10日

合計 471,053 465,952 ― ―
 

(注) １．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。

 
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

リース債務 1,048 1,048 1,048 1,048
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 7,223 7,508 7,223 ― 7,508
 

　

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

　

(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 333

預金  

  当座預金 3,070

  普通預金 32,988

　外貨預金 14,038

計 50,097

合計 50,431
 

 

②　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

帝人㈱ 19,155

東邦テキスタイル㈱ 12,514

㈱帝健 8,345

ハンダ㈱ 6,687

日光物産㈱ 1,615

その他 1,871

合計 50,190
 

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
 (Ａ)＋(Ｄ)  
 ２  
 (Ｂ)  
 365  

 

56,109 575,907 581,825 50,190 92.05 33.68
 

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

③　商品及び製品

区分 金額(千円)

合繊紡績糸 10,006

その他 5,881

合計 15,888
 

　

④　仕掛品

区分 金額(千円)

合繊紡績糸 5,586

合計 5,586
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⑤　原材料

区分 金額(千円)

合繊紡績原綿 1,378

合計 1,378
 

　

⑥　貯蔵品

区分 金額(千円)

紙管、段ボール 1,091

その他 331

計 1,422
 

 
⑦　投資有価証券

区分 金額(千円)

㈱石川製作所 170,560

帝人㈱ 130,011

帝国繊維㈱ 27,340

㈱しん証券さかもと 12,811

小松マテーレ㈱ 12,120

その他 16,795

計 369,638
 

 

⑧　支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

田中紙管㈱ 2,383

朝日産業㈱ 2,339

㈲ノムラ 394

合計 5,117
 

 
⑨　設備関係支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

東辰産業㈱ 1,415

合計 1,415
 

 

期日別内訳

期日 金額(千円)

2019年４月満期 3,223

2019年５月満期 1,662

2019年６月満期 1,646

合計 6,532
 

　

⑩　買掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

ハンダ㈱ 2,585

富士化繊㈱ 249

小松マテーレ㈱ 38

NANTONG　DAFUHAO 26

計 2,899
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(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

(累計期間)  第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (百万円) 111 215 330 454

税引前四半期純利益又は

税引前四半期（当期）純損失（△）
(百万円) 2 0 △5 △8

四半期純利益又は

四半期（当期）純損失（△）
(百万円) 3 1 △4 △7

１株当たり四半期利益又は１株当たり四半

期（当期）純損失（△）
(円) 2.72 1.25 △3.67 △6.05

 

　

(会計期間)  第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
(円) 2.72 △1.47 △4.92 △2.38
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 決算期末日

剰余金の配当の基準日 ９月30日   ３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

 (特別口座)

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号   三井住友信託銀行株式会社

 (特別口座)

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号   三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 株式の売買委託に係る手数料として別途定める金額

公告掲載方法 電子公告（http://www.ktbo.co.jp）

 
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をできない場合
は、北國新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし
 

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有しておりません。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

（1）有価証券報告書及びその添付書類、確認書

事業年度　第95期（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）2018年６月29日北陸財務局長に提出

 

 

（2）内部統制報告書及びその添付書類

2018年６月29日北陸財務局長に提出

 

 
（3）四半期報告書及び確認書

第96期第１四半期（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）2018年８月10日北陸財務局長に提出

第96期第２四半期（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）2018年11月14日北陸財務局長に提出

第96期第３四半期（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）2019年２月14日北陸財務局長に提出

 

 

（4）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使書の結果）に基づく

臨時報告書

2018年７月５日北陸財務局長に提出。

 

EDINET提出書類

北日本紡績株式会社(E00566)

有価証券報告書

47/50



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2019年６月28日

北日本紡績株式会社

取　締　役　会　御中

太陽有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　　泉　　　淳　一 ㊞
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　　沖　　　　聡 ㊞
 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる北日本紡績株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの第96期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表

について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北日本

紡績株式会社の2019年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、北日本紡績株式会社の2019年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、北日本紡績株式会社が2019年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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